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１．はじめに 

2011 年東北地方太平洋沖地震の強震動の作用による

造成宅地の地盤災害が顕在化している．これまで宅地造

成斜面の耐震検討は，すべり安全率による崩壊の有無に

関する検討や Newmark 法などを用いた滑動変形量の評

価に主眼が置かれており，斜面崩壊の範囲については十

分な検討がなされていないのが現状 1)である．そこで本

稿では，既往の大規模地震により斜面崩壊が発生した宅

地造成斜面を取り上げ，大規模地震による斜面崩壊範囲

の評価に関する基礎的な検討を行った結果について報告

する．さらに，ケーススタディ 2)により得られた知見を

踏まえたパラメトリックスタディを行うことで，現行の

建築禁止距離の規制式に関する問題点を明らかにすると

ともに，建築禁止距離の規制式に関する新たな提案を行

った結果についても報告する． 

２．がけ条例による建築禁止距離 

宅地造成斜面の周辺に住家などを建設する際には，建

築基準法の施行条例(以後，がけ条例 3)と呼ぶ)が関わっ

てくる．しかしながら，後述するケーススタディでは，

がけ条例の適用範囲内の斜面だけでなく適用範囲外の斜

面においても住家の基礎部分にまで斜面崩壊が進行して

おり，建築禁止距離 L(図-1 参照)に関する新提案の必要

性が示唆される．がけ条例による建築禁止距離 L は，7

つのタイプに分類することができ，斜面高さ Hの 2 倍と

する規制が約 7 割を占める(図-1 内の円グラフ参照)． 

３．ケーススタディに基づく斜面崩壊範囲の評価 

 表-1 は，斜面崩壊範囲に関するケーススタディにより

得られた結果 2)を取り纏めたものであり，本稿では，福

島市伏拝あさひ台団地 4)での事例(Case_1)を紹介する． 

対象斜面は，緩勾配であったため，福島県のがけ条例

の適用外であったものの，2011 年東北地方太平洋沖地震

の強震動の作用により，斜面崩壊の範囲が住家の基礎部

分にまで及ぶ深刻な被災が確認された(図-2 内の被災写

真参照)．図-2 に対象斜面における崩壊範囲の推定結果

を示す．斜面安定解析には修正フェレニウス法に基づく

円弧すべり解析を実施し，臨界すべり円の抽出 5)を行っ

た．具体的には，二次すべり 6)を考慮した斜面安定解析

を連続的に実施した結果，一次すべりならびに二次すべ

りに基づく崩壊範囲の推定距離は 85.6m となり，崩壊実

績である 85.9m とほぼ一致する結果 5)が得られた． 

 表-1 には，上記と同様の解析を他の宅地造成斜面に適

用した 7 つのケーススタディの結果を取り纏めており，

崩壊実績に対して一次すべりと二次すべりを同時に考慮

することで，概ね 1 割程度の誤差で斜面崩壊範囲を評価

できているのが読み取れる．このことは，大規模地震時

における斜面崩壊範囲の評価では，一次すべりだけでな

く二次すべり(一次すべりによる不安定化した土塊のす

べり)についても考慮する必要性を示唆している． 

４．建築禁止距離の新提案 

上述した7つのケーススタディの検討結果から得られ

た知見をもとに，斜面崩壊範囲に影響を及ぼすことが予

想されるパラメータとして，計11種類のパラメータをそ

れぞれ選定し(斜面形状に関しては図-3参照)，パラメト

リックスタディを実施した．解析ケースの内訳について

は，①崩壊範囲に大きな影響を及ぼすことが予想される

パラメータを抽出するための感度分析による48ケース，

および②感度分析の結果を踏まえ斜面高さHと法勾配1:s

の組合せを考慮した462ケース(s1＝s2，k1＝k2：206ケー

ス，s1≠s2，k1≠k2：256ケース)の2種類である．斜面崩

壊範囲の推定方法は，上述した7つのケーススタディと同

様であり一次すべりと二次すべりによる影響を考慮した． 

図-4にパラメトリックスタディの結果を示す．図-4(a)

～図-4(g)の7つの図面は，がけ条例による建築禁止距離

(TYPE-1～TYPE-7：横軸)に対して，パラメトリックス

タディ(計510ケース)による斜面崩壊範囲の推定値(縦

軸)をプロットしたものである．図-4の図中には，45°の

角度を有する基準直線(以後，45度線と呼ぶ)も同時に示

しており，45度線よりも下側にプロットされているケー

スでは，斜面崩壊範囲の推定値が建築禁止距離を下回っ

ている安全側，一方で，45度線よりも上側にプロットさ

れているケースでは，斜面崩壊範囲の推定値が建築禁止

距離を上回っている危険側であることを意味している．

なお，法勾配を変化させた206ケースについては，s1とs2

の平均値を法面勾配1:sの値としている．図-4(a)～図-4(g)

を比較すると，規制式において法面勾配の影響を考慮す

ることで，斜面崩壊範囲の推定精度が向上することが読

み取れるが，現行のがけ条例による建築禁止距離の規制

式(TYPE-1～TYPE-7)の利用では，斜面崩壊範囲を十分

な精度でかつ安全側に評価することができていない． 

そこで本研究では，建築禁止距離の規制式に関する新

たな提案を行った．具体的には，510ケースによる斜面崩

壊範囲の推定値を包絡し，なおかつ推定値との差異が最

小になるように定式化を行った結果(図-4(h)参照)，建築

禁止距離の規制に関する新提案式は次式で表される． 

L= 0.6H + 0.9H×s + 9.1 (m) （H≧3，s : 法面平均勾配） 

５．まとめ 

 本稿では建築禁止距離の規制式に関する新提案を行っ

た結果を紹介した．斜面の諸元が既知である場合，提案

式よりも一次すべりと二次すべりの影響を考慮した斜面

崩壊範囲の直接評価に優位性があることを付記しておく． 
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図-1 がけ条例による建築禁止距離規制3)に関する現状 
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図-2 対象斜面(Case_1)4)における斜面崩壊範囲の評価5) 
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図-3 パラメトリックスタディにおいて考慮した斜面形状 

 

表-1 ケーススタディによる斜面崩壊範囲の評価結果一覧（文献2)より一部抜粋） 

検討ケース Case_1 Case_2 Case_3 Case_4 Case_5 Case_6 Case_7

被災地点
福島市伏拝
あさひ台団地

仙台市西花苑
山元町　太陽
ニュータウン

一関市
舘ニュータウン

長岡市
高町団地

呉市両城
釧路市

緑ヶ岡団地

崩壊範囲R  (m) 85.9 7.3 8.8 7.7 26.7 5.2 9.8
推定範囲（二次）E 2 (m) 85.6 7.1 8.8 8.0 29.8 5.7 9.8
推定精度（二次）E 2/R 1.00 0.97 1.00 1.04 1.12 1.10 1.00

被災地震名
2011年東北地方
太平洋沖地震

2011年東北地方
太平洋沖地震

2004年新潟県
中越地震

1993年
釧路沖地震

2011年東北地方
太平洋沖地震

2011年東北地方
太平洋沖地震

2001年
芸予地震
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図-4 現行のがけ条例による建築禁止距離3)の問題点(同図(a)～(g))と，本研究における規制に関する新提案式(同図(h)) 
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